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第3回大阪府流域下水道事業経営戦略審議会　議事要旨

日　時：平成30年2月27日（火）　14時30分～15時30分

場　所：大阪赤十字会館4階　４０１会議室
出席者：佐藤会長、武田委員、深澤委員、向井委員　計4名

■主な議題
　大阪府流域下水道事業経営戦略について　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■概要：〔以下、〇委員　　●事務局〕
· 会長挨拶要旨
○　昨年度の経営戦略懇話会から今回、第3回経営戦略審議まで2年間かけて進めてきた。今後の経営健全化に向けた重要な指針である経営戦略を審議しているものであり、答申の取りまとめに向け、委員の協力をお願いしたい。
· 概要

○　資料1の29ページ。資本的収支の表の欄外で「財政収支の見通し（中期財政展望H30.2）」の資料からとある。中期だと5、6年だが、どのように10年間の想定をしているのか。

●　中期財政展望で示しているのは、H34まで。その中期財政展望の考え方をもとにしてH35以降を想定している。

○　資料１の3ページ。「はじめに」に関連して、今年度の春に行われた国の財政審では、今後、改築には交付金が入らないという議論が行われている。その際、国とは、そもそも下水道の受益者が下水道使用者だけなのかということや、下水道の公益性を考慮すれば、受益者は国民全体であることから、国費を投入するべきということを議論している。この「はじめに」の記載事項は、大阪府が、現状で負担しすぎているということだと思うが、公益性の部分について国が一定負担し、大阪府も現状負担している。そのため市町村も負担すべきという論法のほうがいいのではないか。
●　（「大阪府が、現状で負担しすぎている」ということは）ご指摘のとおり、大阪府がこれまで公費負担をしてきたということを記述している。今後は、減価償却費をベースにした７割が公費相当であるという考え方。残りの3割が私費負担相当という考えである。
●　国で行われている議論は、汚水処理施設の改築更新費に関しては公費負担はゼロにすべきということ。今回の経営戦略では、本来、受益者負担で賄う部分まで大阪府が公費負担してきたということを述べている。受益者負担とは具体的にどの程度かが論点になる。今回、提案しているのは公費７割、私費３割というもの。これは下水道の公共性を考慮したものと認識している。
○　資料１の46ページ。「資本費負担の考え方」が示されている。本来、府が負担してきた部分にも私費が入るが、これまでは府費で負担してきたということだと認識している。
○　資料１の31ページ。減価償却費を負担するルールがないことにより発生とあるが、ルールの有無ではなく、「この純損失は、地方公営企業法の適用により計上すべき減価償却費を営業収益で賄いきれないことによる」と、はっきり記載するべき。
負担の先送りになるではなく、累積損失が積み上がると危機感を煽ってもいいのでは。
●　法適用に伴う減価償却費ということについて、表現を修正する。
●　ご指摘のとおり、減価償却という新しい概念の経費計上により、構造的に赤字が避けられなくなるということ。今回の企業会計適用で、これに対応する新しい枠組みに変えていくということ。赤字が出るということ自体が問題であり、表現を修正する。

○　総務省が自治体に経営戦略策定を要請している趣旨は、収支均衡になるように進めるべきということ。現状の問題点をはっきりさせることは、自治体にとって悪いことではない。
○　資料１の29ページ。34年度累積欠損金比率が60.2%とあるが、財政健全化計画を作る必要があるのか。
●　財政健全化計画に影響する指標は、資金不足比率である。そのため、累積欠損金比率は影響しない。

○　ここまでの審議による修正は会長預かりで進めさせていただく。今回、大阪府流域下水道事業経営戦略について議論を尽くしたので、本審議会としての答申をまとめる。答申は、総論部分と特記事項に分けてまとめる。経営戦略の第1章～4章までを総論とし、次のような内容を盛り込むこととする
１点目　下水道を取り巻く環境は厳しく、今後もさらに厳しさを増すが、府と市町村は下水道サービスを安定的に提供する責任があるということ。
２点目　そのため、府はH30から流域下水道事業に地方公営企業法を適用し、公営企業本来の経営に向けて新たな取組みを始めるということ。
３点目　同じく平成30年度からの中長期の経営の基本計画として、経営戦略が策定されるということ。
４点目　数値目標も含めた経営目標、その実現のための施策や取組み、これからの改築更新を見込んだ投資財政計画、将来的な経費負担のあり方など、経営戦略に盛り込んだプログラムを着実に実行し、府と市町村が力を合わせて持続的・安定的な下水道サービスの提供に努めていくということ。

続いて、特記事項について次の４点を提案する。
1点目は、流域下水道事業の経営者として府が自ら更なる事業の効率化に努め、経営改善に取り組むということ。
2点目は、新たな経費負担のルールの構築にあたって、受益者負担の原則を踏まえつつ、市町村と十分に議論するということ。
3点目は、徹底した事業の見える化を進め下水道使用者に対して経費負担、その他経営についての説明責任を果たすとともに、下水道の効率的なＰＲに努めるということ。
4点目は、策定後、毎年度進捗管理を行うとともに、ＰＤＣＡサイクルを用いて、数年ごとに計画と実績と乖離の検証を行い、適宜、必要な見直しを行うということ。
これ以外にも重要な点があれば指摘してください。
○　今の4点に加えて、5点目として人材育成と技術の継承が重要。
○　人材育成と技術の継承について力を尽くすこということでどうか。府はもとより下水道全体の人材育成として。
○　これから人材育成と技術の継承をどうするかは、大阪府流域下水道だけでなく、公共下水道を含め、府内の下水道事業者の課題である。
○　経営者として効率化に努めることは必要であるが、効率化の施策として民間委託ということでは持続性が損なわれる。特記事項の1点目で上げている効率化に努めつつ、持続性を担保することが経営者としての責任である。
○　事務局としては下水道全体の人材育成についてどのようなイメージか。
●　今回の経営戦略は、まずは流域下水道の費用負担をどうするかが重要と考えている。しかしながら、広域化や共同化など府の役割は大きく、市町村の経営のことを真剣に考えるべきではないかということは十分に認識している。
○　それでは、5つ目の特記事項として、「人材育成と技術の継承を行うこと」とするが、事務局からコメントはあるか。
●　総論の部分で、「府と市町村が力を合わせて持続的・安定的な下水道サービスの提供に努めること」という内容であった。特記事項の4点に加えて、人材育成ということを提言していただければ、持続性を高められると考える。
○　総論部分として4点、特記事項として5点を盛り込んだ答申とする。内容については、事務局と調整し、各委員が確認した上で最終の答申とする。
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